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出典：ナノセルロースフォーラム資料

ＣＮＦは、木材など植物の主成分のセルロースを 

直径数～数十ナノメートル（１ナノメートル＝10 億 

分の１メートル）まで微細化した繊維状の物質です。 

植物から作られるＣＮＦは、環境負荷が少なく、 

様々な優れた特性を有することから、幅広い用途への 

利用が期待され、現在製紙会社を中心に、研究開発・ 

用途開発が進められています。 

製造工程は、木材をチップ化・パルプ化するところ 

 までは紙の製造と同じ工程であり、パルプをナノ化 

するところに特徴があります。 

ＣＮＦの用途展開の可能性

ＣＮＦは、軽量・高強度、透明性、低熱膨張性、ガスバリア性、細孔制御、増粘制御、

表面積が大きいなどの特長があり、自動車、家電品、電子部品・基盤、包装材料、ろ過材

料、金属等担持材料、インク・塗料、化粧品、食品など様々な用途展開の可能性がありま

す。ＣＮＦは循環型資源であり、環境に優しい素材であることから、石油系プラスチック

の代替などとしての利用も注目されています。 

序章 セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）とは 

≪ＣＮＦの用途展開の可能性≫ 

出典：京都大学生存圏研究所 矢野浩之 教授資料

≪ＣＮＦの構造≫ 
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国は、2014 年に製紙産業の強みを活かした「高度バイオマス産業創造戦略」を策定し、

森林資源の有効活用や国内製紙産業の再興、日本から世界に発信する競争力のある新材

料の開発促進等にあたり、木質バイオマスを原料とした新素材ＣＮＦを新たな産業とし

て後押しすることとしています。 

本市では、これまで「第２次富士市工業振興ビジョン」等の行政計画に基づき、ＣＮＦ

関連製品の開発支援や関連企業の誘致等に取り組んできました。今後更にＣＮＦの用途

開発を促進し、ＣＮＦ関連産業の一大集積化を図ることにより、本市産業全体の活性化、

ひいては持続可能な産業構造及び社会の構築を目指します。 

ＣＮＦに関する動向、本市の地域特性や産業分析等を踏まえ、目指すべき将来像

と、将来像を実現するための方針を定めます。 

ＣＮＦに関する課題の抽出・整理を行い、現実的かつ効果的な、短・中・長期にお

ける施策、アクションプランを定めます。 

ＣＮＦの素材開発、用途開発を効果的に推進するための人材育成、産学官の役割・ 

連携体制等について明記します。

１章 富士市セルロースナノファイバー関連産業推進構想とは 

１ 推進構想策定の背景と目的 

● 目指すべき将来像と、その実現に向けた方針を設定

● 施策及び取組を具現化するために必要な推進体制を明示

● ＣＮＦ関連産業創出に向けた施策を明示

推進構想で示すこと

植物由来の新素材 

セルロースナノファイバー 

（ＣＮＦ） 

持続可能なまちづくり 

ものづくりのまち 富士市
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本市の基幹産業である紙・パルプ産業が有するＣＮＦに関する技術とノウハウ

本市は豊富な水資源、木材の供給地や製品消費地への近接等の背景もあり、製紙産業

が集積し全国有数の「紙のまち」として発展してきました。紙の原料はパルプであり、パ

ルプの主成分はセルロースであることから、本市の基幹産業である製紙産業は、セルロ

ースを扱う分野において、長年培ってきた技術とノウハウが蓄積された強みのある産業

といえます。 

また、日本製紙株式会社が東京都から市内に移転したＣＮＦ研究所や富士工業技術支

援センターなど、事業者のもつ技術やノウハウをＣＮＦの実用化に繋げるための施設が

立地しています。 

近年電子媒体の急速な普及や人口減少等による紙の需要減少に伴い、製造品出荷額も

減少傾向にあるなど、本市基幹産業である製紙産業は厳しい状況にあります。そのよう

な中、セルロースの新たなマテリアル利用として、ＣＮＦの活用による新市場の開拓や

新技術による製紙産業の勃興が期待されます。 

環境に優しい新素材ＣＮＦへの注目 ～国や静岡県でも取組を後押し～ 

世界各地で様々な環境問題が顕在化している中、化石燃料を使わない社会に移行しつ

つあり、バイオマスをはじめとした環境負荷が小さく、環境に配慮した循環型社会・持続

可能な社会の構築が求められています。 

従来、製紙産業は、エネルギー、バイオリファイナリー、マテリアル利用、リサイクル

など、バイオマスの活用に関して先駆的な分野であり、今後、他の産業や企業活動におい

ても、環境に配慮した事業展開が求められています。このような背景の中、ＣＮＦはバイ

オマスのマテリアル利用として注目が集められています。 

また、バイオマスの利活用を国家レベルで推進し、新産業を創出すべく、ＣＮＦは国が

掲げる「日本再興戦略」や「未来投資戦略」等にも明記され、国を挙げて取組を推進して

おり、静岡県をはじめとした全国各地でＣＮＦ推進組織の活動も活発化しています。 

強みと機会を活かし市内産業の活性化・経済の好循環を創る 

ＣＮＦは、様々な用途に活用される可能性がある新素材です。本市には製紙産業をは

じめ、ＣＮＦの素材開発、用途開発と関連が強い多彩な産業が集積しています。 

本市の強み（紙のまち、ＣＮＦと関連が強い多彩な産業の集積等）や機会（新素材ＣＮ

Ｆへの注目、国や県の取組後押し等）を捉え、ＣＮＦを活用した高付加価値製品の製造や

新たな分野への進出を図ることにより、市内企業の活性化、経済の好循環が期待されま

す。

２ ＣＮＦを活用した取組を富士市で進める意義
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高度バイオマス産業創造戦略

富士市総合計画

富士市工業振興ビジョン

富士市ＣＮＦ関連産業推進構想

第六次前期 第六次後期

第三次前期

第五次後期

第２次前期 第２次後期

2025
（H37）

2026
（H38）

2027
（H39）

2028
（H40）

20129
（H41）

2030
（H42）

2019
（H31）

2020
（H32）

2021
（H33）

2022
（H34）

2023
（H35）

2024
（H36）

第五次富士市総合計画

富士市CNF関連産業推進構想

国 日本再興戦略

未来投資戦略

富士市まち･ひと･しごと創生総合戦略

富士市

県

静岡県経済産業ビジョン

静岡県新ビジョン(総合計画)

第２次富士市工業振興ビジョン

戦略に基づく諸施策・取組

ビジョンに基づく諸施策・取組

推進構想に基づく諸施策・取組

連携による研究、事業推進等

高度バイオマス産業創造戦略

連携

官産

学

推進構想は、本市の「第五次富士市総合計画」や「第２次富士市工業振興ビジョン」等

に即すとともに、国・県の関連計画との整合・調整を図り、推進構想に基づく諸施策・取

組を、産学官の連携のもと展開します。 

《構想の体系図》 

ＣＮＦの取組は、国が策定した 

「高度バイオマス産業創造戦略」 

において、2030 年にＣＮＦ関連産 

業の１兆円規模の新市場創出の目 

標が掲げられ、国を挙げて全国各 

地で取組が推進されています。 

その動向も踏まえ、推進構想は、 

2030 年までの期間とし、目指す将 

来像の実現に向けて、諸施策を展 

開します。 

 なお、社会経済情勢やＣＮＦを含めた産業動向等に変化があった 

際は、必要に応じて見直しを行います。 

４ 計画期間 

《ＣＮＦによる新市場創造戦略≫ 

出典：経済産業省 

３ 推進構想の位置付け

▼ 検証 ▼ 検証 
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（1）国内の人口動向 

日本の総人口は、「平成 27 年国勢調査」において、１億 2,709 万 4,745 人であり、同

調査開始以来、初めての人口減少(前回平成 22 年調査の 0.8%減)となりました。地方では

人口減少が進む中、若者などの都心回帰の傾向があり、特に都心３区を中心とした特別

区における人口増が顕著となっています。 

また、15 歳未満人口の割合は、12.5%と調査開始以来最低であり、逆に 65 歳以上の人

口の割合は、26.6%と調査開始以来最高となっています。総人口の減少が進む中で、少子

高齢化が急速に進展しており、経済規模の縮小、社会保障制度と財政の持続可能性、地域

社会の衰退などが大きな社会問題となっています。 

≪ 国内年齢３区分別将来人口推計（死亡中位・出生中位）≫ 

（2）国内経済の動向 

日本経済全体は、緩やかな景気回復が続いており、企業の稼ぐ力が高まり、企業収益が

過去最高となる中で、雇用・所得環境が改善し、所得の増加が消費や投資の拡大につなが

るという「経済の好循環」が着実に回りつつあります。 

その一方で、ＧＤＰの伸び率が緩慢であることに加え、賃金の上昇率も緩やかに留ま

っており、多くの国民にとって回復の実感が得られない状況が続いています。 

併せて、急速なスピードで進む高齢化や生産年齢人口の減少等が問題となり、中長期

12.5% 12.0% 11.5% 11.1% 10.8% 10.8% 10.7%

60.8% 59.1% 58.5% 57.7%
56.4%

53.9% 52.5%

26.6%
28.9%

30.0%
31.2%

32.8%
35.3%

36.8%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2015年

(H27)

2020年

(H32)

2025年

(H37)

2030年

(H42)

2035年

(H47)

2040年

(H52)

2045年

(H57)

0～14歳 15～64歳 65歳以上

２章 国内及び富士市を取り巻く概況 

出典：国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 29 年推計)」より作成

(千人) 

１ 国内の社会環境の変化 
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的な成長という観点から、人材の質を高める「人づくり革命」や成長戦略の核となる「生    

産性革命」などの推進等が求められています。 

（3）第４次産業革命の進展 

近年、ＩоＴ(モノのインターネット)の進展、ビックデータの活用、ＡＩ(人工知能)や

ロボットの登場・普及などに伴う「第４次産業革命」が到来し、製造業におけるサプライ

チェーンや製品ストック、在庫データ収集、運輸業におけるルート最適化などへの活用

に期待が高まっています。 

「第４次産業革命」による技術革新が進む中、民間企業も新製品開発や情報化投資な

どを中心に設備投資を進めており、また、これらの技術活用は、近年の労働力不足の深刻

化、生産性向上など産業課題解決の糸口となることも期待されています。 

（4）環境に対する意識の高まり 

世界人口は 70 億人を突破し、2050 年には 98 億人を超えると予測されており、急速な

経済成長に伴う資源、エネルギー、食糧需要の増加により、世界全体で環境負荷が高ま

り、地球温暖化をはじめとした深刻な問題を引き起こしています。 

そのような中、2015 年には地球規模の 

環境の危機を反映し、「持続可能な開発目 

標(ＳＤＧs)」や温室効果ガス排出削減等 

のための新たな国際枠組みである「パリ 

協定」が採択されるなど、国際的合意が立 

て続けになされ、世界は脱炭素社会に向け 

て大きく舵を切り始めました。 

国内においてもパリ協定の実現に向け、2016 年に「エネルギー・環境イノベーション

戦略（NESTI2050）」を策定し、2050 年に数 10 億トンから 100 億トンのＣＯ₂削減を目指

すとしています。その中で、削減ポテンシャルやインパクトが大きい有望な技術革新を

特定し、省エネルギー分野ではバイオマス素材を用いた材料開発やＣＯ₂の削減効果の検

証、リサイクル事業の実施など中長期的な開発を推進していくこととしています。 

このように、地球温暖化防止や脱炭素社会に向けて、ＣＯ₂固定・削減に資するバイオ

マス利活用は国家レベルで推進され、植物資源に代表されるバイオマスの主成分である

セルロースは、環境にやさしいマテリアルとしての利用が期待され、低炭素社会・循環型

社会の構築、更には新産業の創出が期待されています。 

≪持続可能な開発目標（SDGs） 17 のゴール≫ 
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(H47)
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2045年

(H57)

15歳未満 15～65歳未満 65歳以上

（1）富士市の人口 

「平成 27 年国勢調査」における本市の人口は、24 万 8,399 人となっており、静岡県人

口の 6.7%を占め、県内第３位の人口となっています。 

  しかしながら、平成 22 年をピークに本市の人口は減少に転じており(平成 22 年～27 年

における増減率は▲2.2%)、2045 年には、18 万 3,328 人となり、約 6 万 5,000 人弱も減

少すると予測されています。 

  また、本市における平成 27 年における年齢構成比は、15 歳未満が 13.5%、15～65 歳未

満が 60.4%、65 歳以上が 26.1%となっていますが、少子高齢化の進行により、2045 年に

は 15～65 歳未満の構成比が 48.9%まで減少すると予測されており、労働力が不足し、産

業活力の低下が懸念されます。

２ 富士市の概況 

≪富士市人口の推移≫ 
(人)

(%) ≪年齢構成比の推移≫ 

出典：国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 29 年推計)」より作成

出典：国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 29 年推計)」より作成
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0 

1,201 

1,446 

12 

67 

427 

2,821 

184 

826 

468 

1,359 

988 

406 

813 

52 

683 

農業

漁業

鉱業，採石業，砂利採

取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・

水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術

サービス業

宿泊業，飲食サービス

業

生活関連サービス業，

娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類

されないもの）

H21

H28

189 

0 

28 

8,681 
42,224 

575 

924 

9,830 

23,368 

2,303 

2,266 

2,229 

9,581 

5,176 

2,024 

8,523 

531 

7,665 

314 

0 

0 

7,228 

36,347 

389 

724 

9,696 

20,892 

2,009 

2,073 

2,737 

9,239 

4,622 

2,100 

11,474 

707 

8,598 

農業

漁業

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道

業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サー

ビス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽

業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類され

ないもの）

H21

H28

（2）富士市の事業所及び従業者等の推移 

本市の平成 28 年の事業所数は、11,778 事業所、 

従業者数は 119,139 人となっており、平成 21 年と 

比較すると、事業所数は 7.6%減少(全国 9.3%減少、 

静岡県 9.8%減少)、従業者数は 5.5%減少(全国 2.7 

%減少、静岡県 5.5%減少)と、事業所、従業者数共 

に減少しています。

平成 28 年時点において、本市に集積する産業は、「卸売業,小売業」(24.0%)が最も多

く、次いで「製造業」(12.3%)、「宿泊業，飲食サービス業」(11.5%)、「建設業」(10.2%)

となっているものの、これらの業種の事業所数は平成 21 年と比較すると減少しており、

市内産業の規模は縮小傾向にあります。従業者数ベースでは、「農業」、「学術研究，専門・

技術サービス業」、「教育，学習支援業」、「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス

業」以外の全ての産業分類で減少しています。 

(所)

(

(人)

《産業分類別の事業所》 《産業分類別の従業者数》 
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15,421 

13,377 

13,152 

14,488 

15,839 

14,249 

12,791 

13,677 

14,452 

13,571 

1,288 
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1,024 

1,005 

1,053 

934 

860 
833 
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10,000
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

製造品出荷額等 事業所数

パルプ・紙

26.0%

生産用機

械

14.9%

金属製品

9.3%

プラスチック

7.4%

食料品

5.5%

はん用機

械

5.1%

輸送機械

4.8%

化学工業

4.0%

その他

23.0%パルプ・紙

32.6%

輸送機械

18.3%

化学工業

15.4%

食料品

7.4%

はん用機械

4.9%

その他

21.4%

パルプ・紙

23.7%

輸送機械

19.6%

食料品

12.2%

化学工業

8.0%

生産用機械

7.5%

プラスチック

5.6%

その他

23.4%

本市は豊富な水資源、原料である木材の供給地や製品の消費地に近接していることな

どを背景に、明治期以降に近代製紙産業が集積し、全国有数の「紙のまち」として発展し

てきました。 

戦後から高度成長期には、化学工業や輸送用機械等の工場の進出が相次ぎ、比較的バ

ランスの良い産業構成となっています。 

《本市の製造品出荷額等と事業所数の推移（従業者４人以上）≫ 

（事業所） （億円）

《産業別に見る事業所の割合：H28≫ 《産業別に見る製造品出荷額等の割合：H28≫

《産業別に見る事業数の割合：H28≫ 

出典：経済センサス、工業統計調査

出典：工業統計調査

３ 富士市の工業の整理・分析 
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► 本市の製造品出荷額等は横ばい状況にあるものの、事業所数は、大きく減少しています。 

► 産業別に見る製造品出荷額等の割合では、「パルプ・紙」が 32.6％と最も高く、次いで、 

「輸送機械」の 18.3％、「化学工業」の 15.4％、「食料品」の 7.4％となっています。 

► 産業別に見る事業所数の割合では、「パルプ・紙」が 26.0％と最も高く、次いで、「生産

用機械」の 14.9％、「金属製品」の 9.3％、「プラスチック」の 7.4％となっています。 

► 主要な産業である「パルプ・紙」は、製造品出荷額等、事業所数、従業者数ともに減少傾

向にあります。 

► 「輸送用機械」は、製造品出荷額等、事業所数、従業者数ともに増加傾向にあります。 

► 「はん用機械」は、事業所数は減少しているものの、製造品出荷額等、従業者数は増加傾 

向にあります。 

《主要産業の事業所数の推移》 

(億円)

(所)

《主要産業の従業者数の推移》 (人)

《主要産業の製造品出荷額等の推移》  

出典：工業統計調査
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（1）ＣＮＦが注目される背景 

● 植物由来の新素材 循環型社会の構築に向けて

材料やエネルギーを化石資源に依存

していた 20 世紀から、環境負荷が小さ

く、環境に配慮した循環型社会、持続可能

な社会の構築が注目されています。 

その中でも、木材などのバイオマスの

利活用は、化石資源の代替による化石資

源の使用量削減、低炭素社会の実現に向

けて、多大なる貢献が期待されます。 

木材などのバイオマスは、再生可能資

源であり、植物原料は伐採や植林を繰り

返すことで、ＣＯ₂の固定・削減による地

球温暖化の防止に寄与することとなります。 

バイオマス系素材のＣＮＦは、先端ナノ材料として、新たな炭素マテリアルストリー

ムを生み、様々な分野での活用の可能性があることから、既存の産業分野・技術を活用

し、新たな産業の創出、サプライチェーンの構築等が期待されます。 

● 国土の７割は「森林」 資源立国の可能性

日本の国土の約７割は森林で、 

人工林の蓄積量は毎年 7,500 万㎡ 

増加しています。 

スギ、ヒノキ中心の木材１㎥の重   

量を 400kg とすると、その半分はＣ 

ＮＦであり、人工林で毎年 1,500 万 

トンのＣＮＦが蓄積していること  

になります。 

これは日本における年間プラスチ  

ック消費量の約 1.5 倍の量に匹敵し 

ます。 

ＣＮＦの原料である木材が豊富なことは、資源を国内で調達できる可能性があり、化

石資源やＣＯ₂の使用削減、持続可能な社会の構築に貢献することが期待されます。 

３章 ＣＮＦに関する動向・課題 

１ 国内企業等の動向 

出典：東京大学 磯貝 明 教授資料

558 798
1,361

1,892
2,338 2,651 3,042 3,308

1,329
1388

1,502

1,591
1,702

1,780
1,859

1,933

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1966年1976年1986年1995年2002年2007年2012年2017年

人工林 天然林・その他

出典：林野庁「森林資源の現状」

《ＣＮＦによる新たな炭素マテリアルストリームの創生≫

≪日本の森林資源の推移≫ (百万㎥)
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≪ナノセルロースフォーラム体制図≫ 

（2）国の動向 

ＣＮＦを新たな産業として後押しする気運の高まり 

ＣＮＦは 1990 年代半ば頃から大学や研究機関を中心に研究開発が進められ、2000 年

代に入ると製紙メーカーを中心にサンプル試作が始まり、2010 年代になると、政府・官

公庁の主導により、森林資源の有効活用や国内製紙産業の再興、日本から世界に発信す

る競争力のある新材料の開発促進などを背景に、新たな産業として後押しする機運が高

まりました。

政府では、成長戦略である「日本再興戦 

略」、「未来投資戦略」でＣＮＦの国際標準 

化や製品化等に向けた研究開発の推進を明 

記し、経済産業省では、世界に先駆けて低 

炭素社会・循環型社会の構築を目指し、製 

紙産業の強みを活かした「高度バイオマス 

産業創造戦略」を策定しました。製紙産業 

における紙・パルプ事業の構造転換や新規事業への進出等の方向性を示す中で、木質バ

イオマスを原料とした新素材であるＣＮＦの新市場創造が位置付けられています。 

 オールジャパンでの産学官連携体制の構築 

ナノセルロースの研究開発、事業化、標 

準化を加速するための、オールジャパン体 

制での産学官コンソーシアムである「ナノ 

セルロースフォーラム」が発足し、産業界、 

大学及び公共研究機関、国、地方自治体な 

どが参画し、新素材の活用についての検討 

が精力的に進められています。 

（3）国内企業の動向 

近年、国や公的機関の後押しもあり、国 

内の製紙メーカー、化学メーカー等をはじ 

め、様々な業界から多くの企業がＣＮＦ市 

場へ参入してきています。 

当初は、各社ともラボスケールでＣＮＦ 

を少量生産し、限られた用途、供給先への 

サンプル提供を行っていましたが、2016 年 

以降、各社がＣＮＦの量産プラントを稼働させ始め、2018 年時点で日本国内における 

ＣＮＦ生産能力は 955t/年となっています。本市においても、2017 年に日本製紙株式会

社がＣＮＦ強化樹脂実証生産設備（10ｔ/年）を設置しています。 

《高度バイオマス産業の創造≫ 

《日本国内のＣＮＦ生産能力の推移≫ 

出典：経済産業省 

出典：矢野経済研究所「2018 年版セルロース 

ナノファイバー市場の展望と戦略」 

(t)

出典：ナノセルロースフォーラム 
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このような動きに対応する形で、ボール 

ペン、紙おむつ、トイレ用ペーパークリー 

ナー、スポーツシューズなど、日用品を中 

心とした製品化が徐々に進んでおり、ＣＮ 

Ｆ市場は研究段階から実用化・製品化段階 

へ向かいつつあります。 

現時点では、ＣＮＦの添加量が少なくて 

も、大きな効果が得られるような機能用途 

でのＣＮＦの活用が進みつつあります。 

（4）地域グループ等の動向 

地域主導でＣＮＦ推進グループが形 

成され、活動が活発化しています。地 

域資源を活用し、地域の産業特性に合 

わせた取組が進められており、産学官 

連携の推進体制が構築されています。 

 各グループでは、地域企業を巻き込 

んだコンソーシアムの設立や、専門知 

識を有するコーディネータの配置など、 

特色ある取組が進められています。 

関西地域には、不織布、プラスチック、ゴムなど成長性の高い部素材産業が集積して

いるとともに、ＣＮＦの研究開発拠点である京都大学生存圏研究所や実用化の拠点であ

る京都市産業技術研究所、兵庫県立工業技術支援センター等が立地していることを背景

に、部素材産業を核とした実用化に向けて研究会の設立に至る。 

《ＣＮＦ材料の実用化時期と市場規模≫ 

《全国のＣＮＦ推進グループ≫ 

出典：ＣＮＦナショナルプラットフォームシンポジウム資料

出典：経済産業省 

取組事例：部素材産業-ＣＮＦ研究会 

出典：経済産業省 
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《愛媛県紙産業イノベーションセンターの概要≫

 部素材産業-ＣＮＦ研究会では、会員企業を対象に、プロジェクトマネージャーや部素

材に応じたコーディネータを通じて、実用化を図る上での企業連携体の組成支援をこれ

まで 30 以上行うとともに、既に組成した企業連携体における実用化の加速化、金融機関

出身者のコーディネータとの連携による製品化、ビジネス化等を展開している。 

その結果、「環境配慮型超軽量・高機能シューズの開発」や「ＣＮＦを用いた家庭用品

分野の新規プラスチック製品開発」、「軽量・高機能ウエットスーツの開発」などが行われ

ている。 

愛媛大学の方針(地域の諸問題に取り組む)と、大学への四国中央市・四国中央商工会

議所の紙産業に関する人材育成・研究開発機能の強化要望がマッチし設立に至る。 

イノベーションセンターは、愛媛県 

産業技術研究所紙産業技術センター内 

に設立され、紙産業技術センターが有 

する試験用機器を学生が利用し、紙産 

業に特化した研究が進められている。 

イノベーションセンターには、県内は 

もとより県外からも、多くの相談や共 

同研究の依頼が寄せられ、ＣＮＦのみ 

ならず幅広く紙産業の振興に向けた取 

組が進められている。 

イノベーションセンターで学んだ学 

生は、紙・パルプ事業所から、研究開 

発・技術者として高く評価され受け入 

れられている。2018 年に完成したイノベーションセンター棟の建設にあたっては、紙・

パルプ関連事業者から多額の寄附が寄せられるなど、地元企業・商工団体からの信頼は

厚い。 

取組事例：愛媛大学紙産業イノベーションセンター 

出典：愛媛大学紙産業イノベーションセンター 

・地場産業・地域資源の特性や強みを活かしたＣＮＦの活用分野を設定し、実用化

促進に向けた取組を進めている。 

・地元の企業を巻き込んだコンソーシアム等を設立し、ＣＮＦの普及活動を実施し

ている。 

・コンソーシアム等には、中核となるＣＮＦ製造メーカーを中心に、実用化に向け

たネットワークが構築されている。 

・コンソーシアム等には、大学、企業、行政（公設研究機関）、産業支援機関（産業

支援機構・財団や金融機関等）が参画し、産学官金の連携推進体制が構築されて

いる。 

地域グループの主な特徴
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（1）静岡県の取組 

静岡県では、「ふじのくにＣＮＦプロジェクト」に基づき、「研究開発の強化」、「ＣＮＦ

を活用した製品開発への支援」、「製造拠点の形成」を３本柱に様々な取組を進めていま

す。 

○ ふじのくにＣＮＦ総合展示会の開催 

ＣＮＦを活用した製品開発の促進と企業間マッチングを 

進めるため、ふじさんめっせ（富士市）を会場に開催され 

ています。2018 年は、52 企業・団体の出展があり、ＣＮＦ 

に関する地域での展示会としては、国内最大級のものとな 

りました。 

○ 静岡県・静岡大学「ふじのくにＣＮＦ寄附講座」の開設 

 産学官連携によるＣＮＦ産業の振興を研究、教育、社会連携の側面から支援するため

に、静岡大学と連携して 2017 年度に「ふじのくにＣＮＦ寄附講座」を開設しました。ま

た、2018 年度には大学院生向けに「セルロースナノファイバー科学」の講義を開設して

います。 

○ ＣＮＦコーディネータの配置 

工業技術研究所及び富士工業技術支援センターにＣＮＦコーディネータを配置し、県

内企業のＣＮＦへの取組と製品開発を促進するため、企業への情報提供とアドバイスや

企業・大学・工業技術研究所等とのマッチングを進めています。 

○ 富士工業技術支援センター内にＣＮＦ科を設置 

富士工業技術支援センターは、特化技術として製紙・ＣＮＦが位置付けられ、製紙やＣ

ＮＦに関する中核支援機関となっています。2018 年４月に、ＣＮＦの研究・製品開発を

支援する新たな組織として「ＣＮＦ科」を設置し、機器整備や大学・企業等との連携強化

を進めています。また、センターには、超高圧湿式微細化装置や遊星ボールミル等、ＣＮ

Ｆに関する様々な装置が設置されています。 

２ 静岡県及び富士市の取組 

2018/10/24 総合展示会

－ 総合展示会実施内容（2018） － 

・基調講演（京都大学 生存圏研究所 生物機能材料分野 矢野 浩之教授） 

・出展企業プレゼンテーション（16 企業・団体） 

・技術相談、出展企業との個別面談 

－ ＣＮＦ寄附講座の研究テーマ － 

・ＣＮＦ/ＰＰ複合材料向け相溶化剤（樹脂同士や樹脂と素材などとを混錬するため

に用いる添加剤）の開発 

・ＣＮＦ系樹脂リサイクル技術に関する研究 など 
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（2）富士市の取組 

本市では、今後も持続的なものづくりの都市である 

ために、「第五次富士市総合計画後期基本計画」や 

「第２次富士市工業振興ビジョン」等の行政計画にお 

いて、新産業の創出や製品の高付加価値化に繋がるＣ 

ＮＦの研究・開発を支援することとしています。 

○ 富士市ＣＮＦ研究会の開催 

市では、「基本的知識の習得」、「情報の共有」、「企業、研 

究者等とのマッチング機会の創出」等を目的に、これまでに 

計４回の研究会を開催しています。 

    第４回目の開催となる 2018 年９月の研究会には、県内外 

から 140 人の参加がありました。 

○ 実用化促進に向けた補助制度の運用 

ＣＮＦの実用化を促進するため、新技術・新製品等の開発や試行、ＣＮＦ製造設備を

整備する事業者に対して支援を行っています。 

《セルロースナノファイバーチャレンジ事業費補助金》 

ＣＮＦの用途開発に関する高等教育機関、試験・研究機関、ＣＮＦ製造企業等との共同

研究・開発にかかる経費の一部を補助（上限 100 万円） 

《セルロースナノファイバートライアル事業費補助金》 

  ＣＮＦの実用化に向けた試行に取り組む中小企業者等を対象に、ＣＮＦサンプル購入

費用の一部を補助（年額 10 万円まで） 

《セルロースナノファイバー製造設備整備費補助金》 

  ＣＮＦの研究開発を目的とした製造設備の購入費用の一部を補助（上限 500 万円） 

○ ＣＮＦの情報収集と発信 

ふじのくにＣＮＦフォーラムやナノセルロースフォー 

ラムへの参画や、国への市職員の派遣、先進地視察等を 

通して、最新の情報収集に努めるとともに、市ウェブサ 

イトや庁舎内への展示コーナー設置、各種イベント等で、 

ＣＮＦに関する情報を発信しています。 

2018/9/27 研究会 

－ ＣＮＦ研究会プログラム（2018） － 

・基調講演（東京大学大学院 農学生命科学研究科 齋藤 継之准教授） 

・企業プレゼンテーション（３企業、内１企業は市内の用途開発事業者） 

・静岡県･富士市からの報告 

市庁舎２階 展示コーナー 
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66.7 
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52.9 
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50.0 

0.6 

1.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=156)

パルプ・紙・紙加工品製造業(n=84)

プラスチック製品、ゴム製品、輸送用機械

器具製造業(n=28)

化学、繊維工業(n=17)

食料品製造業(n=18)

その他(n=8)

≪産業別に見る認知度≫

ある ない 不明

分類 事業者数 分類 事業者数

パルプ・紙・紙加工品製造業 216 繊維工業 18

プラスチック製品製造業 64 木材・木製品製造業 16

輸送用機械器具製造業 43 電子部品・デバイス・電子回路製造業 10

食料品製造業 41 ゴム製品製造業 6

化学工業 36 合　計 450

（1）市内企業へのアンケート調査 

推進構想策定に係る基礎資料として、市内製造事業者の経営状況や課題、今後の事業

展望、ＣＮＦについての認知度や取組状況等を把握するために、アンケート調査を実施

しました。 

○ 調査方法 郵送配布・郵送回収 

 ○ 調査時期 2018 年８月３日（金）～８月 20 日（月） 

 ○ 調査対象 製造業のうち、ＣＮＦの活用が想定される 450 の事業者 

  ○ 回 答 率 34.7％（156 事業者） 

 回答結果 

「ある」と回答した方が、ＣＮＦを見聞きした場所・ツール 

◎メディア媒体：83.7% ○インターネット：28.8% ○市が実施している情報発信：26.9% 

○ふじのくにＣＮＦフォーラム：26.0% ○ＣＮＦに係る各種セミナー：19.2% 

○ナノセルロースフォーラム：9.6%   ○論文：8.7%  ○富士市ＣＮＦ研究会：7.7% 

３ 企業・関係団体等の実態 

Ｑ ＣＮＦについて、これまで見聞きしたことはありますか。 

ｎ＝156
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現在、取り組んで

いる 10.3%

これまで取

り組んだこ

とはない

83.3%

未回答

4.5%

4.5%

5.8%

6.4%

7.7%

9.0%

9.0%

12.8%

13.5%

16.0%

研究者とのマッチング

専門的な研究会、実習等の開催

実験や試作のできる設備貸出

技術相談等ができる相談窓口の開設

補助金の充実

ＣＮＦサンプルの提供

ホームページなどでの情報提供

協業可能な企業とのマッチング

セミナーの開催

51.9 

60.7 

46.4 

41.2 

22.2 

75.0 

20.5 

16.7 

25.0 

29.4 

27.8 

12.5 

20.5 

16.7 

28.6 

17.6 

33.3 

12.5 

7.1 

6.0 

0.0 

11.8 

16.7 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=156)

パルプ・紙・紙加工品製造業(n=84)

プラスチック製品、ゴム製品、輸送用機

械器具製造業(n=28)

化学、繊維工業(n=17)

食料品製造業(n=18)

その他(n=8)

関心がある 関心がない どちらでもない・わからない 不明

51.9 20.5 20.5 7.1

関心がある 関心がない どちらでもない・わからない 不明

9.0% 11.5% 23.7% 48.1% 7.7%

既に取り組んでいる 取り組みたい 取り組むつもりはない わからない 不明

Ｑ これまでＣＮＦに取り組んだことはありますか。 

Ｑ ＣＮＦに関する取組意向を教えてください。 

「現在、取り組んでいる」、「過去に取り組んだが、

もう取り組んでいない」と回答した企業の課題  

○ ＣＮＦ原材料のコスト 42.1% 

○ 実験や試作ができる設備の確保 31.6% 

○ ＣＮＦの技術開発に関する情報収集 26.3% 

○ 試作製品の性能評価試験 26.3% 

○ 事業の採算性確保 26.3% 

○ 製品の量産体制の構築 21.1% 

過去に取り組んだが、もう取り組ん

でいない 1.9%

様々な要望がある一方で、

「特にない」と回答する割

合が 41.0%と最も高くなっ

ています。 

ｎ＝156

Ｑ 今後、ＣＮＦに関する支援で市等に望むものを教えてください。 

ｎ＝156

Ｑ ＣＮＦに関する関心度合について 

《産業別に見る関心度合≫ 
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（2）関係団体・企業等へのヒアリング調査 

実効性のある推進構想の策定につなげていくために、ＣＮＦに取組中の企業やＣＮＦ

への取組意向が高い企業、ＣＮＦへの取組支援団体等に対して、ヒアリング調査を行い、

抱える課題や市への要望などを聴取しました。 

－ ヒアリング要旨 － 

・ＣＮＦの製品を開発したとしても、ＣＮＦ原料のコストが下がっていかなければ、用途

開発というのは難しいと感じる。マスターバッチ化されたものが多く使用され、コスト

が下がっていくことを期待する。 

・従来のような富士市を代表する企業や製品が乏しいことは残念に思う。若者が戻れる活 

気のある産業振興を期待する。 

・技術の進展が早いため、シーズ型のセミナーなどもあると良い。また、ＣＮＦは多種多 

様なサンプルがあり、そのうちの数種類しか試せていないので、サンプルごとの特徴な 

どがわかるとありがたい。 

・異業種メーカー(繊維メーカー、化粧品メーカー等)と協業するような機会があると良い。 

・自動車への応用に関しては、メーカーに直接納入する一次サプライヤーが指定した原料

でしか製造ができないため、ＣＮＦを活用するにはハードルが高いと思われる。 

・強度試験など製品評価に関する最低限の機器は自社で揃っているものの、化学的な試験

装置など高価な設備に関しては、工業技術支援センターなどで活用できると助かる。 

・パルプ・紙関連の情報や動向は把握しやすいと思うが、国内の化学工業やプラスチック

関連動向の情報も入手できると良い。パルプ・紙分野以外の情報(自動車関連での応用等)

も収集し、研究開発の参考としたい。 

・ＣＮＦに携わる人材を含め、企業にとっては人材確保、人材育成が大きな課題である。 

・ＣＮＦについての性質や用途、製品開発動向などについて情報提供をしてほしい。 

ヒアリング調査からは… 

● ＣＮＦのコストは用途開発のハードルとなっていること 

● 多種多様なサンプルから、どれを選択したらよいかの判断が難しいこと 

● 異業種連携やセミナーの開催等を通しての情報提供を望んでいること 

                             が明らかになりました。 
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  本構想の推進にあたっては、事業者を含む本市の持つ強みを最大限に活かすとともに、

弱みを克服していくことが重要となります。これまでの実態等を踏まえ、ＣＮＦに取り

組む上での本市の強みと弱みを整理しました。 

これらの富士市の強みを活かし、弱みを克服するとともに、 

“環境に対する意識の高まり”や“国・県のＣＮＦを後押しする気運や取組”を契機と

捉え、推進構想策定にあたっての課題を整理します。 

４ ＣＮＦに取り組む上での富士市の強みと弱み 

富

士

市

の

強

み

 ＣＮＦと関連が深い紙・パルプ産業が本市の主要な産業であること 

 紙・パルプだけでなく、輸送機械や食料品、プラスチックなど、今後、本格的な

活用が見込まれる多種多様な産業活動が行われているとともに、長年培ってき

た高い技術力を有する事業所が数多く存在していること 

 ＣＮＦを専門に研究開発するセクションを有する富士工業技術支援センターが

立地していること 

 日本製株式会社のＣＮＦ研究所が立地していること 

 ＣＮＦに興味関心を持つ事業者が多く存在していること 

 東海道新幹線や東名高速道路、新東名高速道路など、交通利便性が高いこと 

 ものづくりのまちとして発展を遂げた経緯から、「産業が発達したまち」を、行

政のみならず市民・事業者の多くが望んでいること 

富

士

市

の

弱

み

 製造品出荷額等や事業所数の推移から見られるように、産業活動が停滞状況に

ある中、事業所の新製品や新技術等への研究開発への意識が低いこと 

 ＣＮＦの研究開発を後押しする大学等の高等教育機関が存在しないこと 

 ＣＮＦに取り組む意欲があっても、専門人材が不足している事業者が多いこと 

 ＣＮＦの実用化に向けて、産業支援機関（金融機関等）との連携が十分でないこ

と 

 産学官等の連携推進体制が十分でないこと 

 ＣＮＦの実用化促進にあたって的確かつ最新情報の情報発信・情報取得が十分

でないこと 
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国や県、地域グループの動向、市内企業の実態、本市の強みと弱みとこれまでの取組等

を踏まえ、ＣＮＦ関連産業の集積にあたっての課題を５つに整理しました。 

  市内企業のＣＮＦに対する認知度は比較的高いものの、活用利点や効果まで十分に理

解されていないことが推察されるため、認知度向上と活用効果の周知を図り、事業者の

ＣＮＦ取組に対する機運を醸成していくことが必要です。 

ＣＮＦに取り組み、実用化に至るまでには、サンプルの選択・入手、実験・設備環境、

資金の確保等、様々な課題が存在しますが、応用分野によって使用するＣＮＦの形態、特

徴が異なることや、企業によって取組フェーズ、設備環境、技術課題も異なることから、

各企業に応じた支援を適切に行い、事業者がＣＮＦに取り組みやすい環境を整備してい

くことが重要です。 

ＣＮＦの実用化を企業単体でなし得るには多くのハードルがあることから、協業可能

な企業や研究者とのマッチング支援が求められます。また、地域の枠組みを越えた広域

連携などにより、課題解決を図り、更なる技術革新や新市場創出につなげることが重要

です。 

ＣＮＦは新しい素材であり活用効果を見出すまでには、専門知識の習得や試行錯誤が

不可欠であるなど、一定の時間を要します。市内企業からも人材の確保・育成が要望され

ており、ＣＮＦ取組支援を行っている関係機関などと連携を図りながら、ＣＮＦに関わ

る人材を含め、地域産業の担い手となる人材を確保・育成し、本市の中長期的な発展につ

なげていくことが重要です。 

ＣＮＦの製品開発を更に進め、本市をはじめとした地域全体が発展していくためには、

産学官が各々の役割を踏まえ、互いに協力・補完し合いながら、企業の取組を支援する推

進体制を構築することが必要です。 

５ 課題の抽出と整理 

課題１ ＣＮＦの活用意義・効果の周知 

課題２ ＣＮＦに取り組みやすい環境づくり 

課題３ 実用化を後押しするマッチングと連携強化 

課題５ 取組を具現化するために必要な推進体制の構築 

課題４ ＣＮＦ専門人材等 地域産業の担い手の育成 
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社会環境の変化やＣＮＦに関する動向、富士市の強み・弱みの分析、導き出された課題

を踏まえ、富士市がＣＮＦを通して目指すべき将来像を設定します。 

ＣＮＦの拠点のまちへ

ＣＮＦの有する多様な機能と、長年培ってきた市内産業の技術や製 

品が融合することで、更なる技術革新や、画期的な製品の誕生につ

ながり、ＣＮＦ関連産業の創出、新たな事業の開拓につながります。 

静岡県、富士工業技術支援センター、静岡大学等の関係機関と連携

しながら、ＣＮＦ関連産業が集積するための拠点形成と人材を育成

する体制を整備していきます。 

最先端のものづくりのまちへ

他地域のＣＮＦ推進組織等と連携し、取組ノウハウや知恵、人材な

どを巻き込むことにより、シナジー効果を生み出し、国内のＣＮＦ

関連産業の底上げにつなげます。 

多種多様な企業が本市にも集まり、情報の交差、人や企業の交流、

技術の融合等がなされ、最先端のものづくりのまちを目指します。 

持続可能な社会を創るまちへ

 石油資源の使用量削減、二酸化炭素の排出削減・固定に資するバ

イオマスの有効活用への期待を契機と捉えます。 

 植物資源の有効活用を推進し、地球環境への寄与と新たな産業に

よる経済成長・産業活性とを両立した将来にわたる持続可能な社

会の構築を図ります。 

富士市が目指すべき将来像 

１ 目指すべき将来像の設定 

４章 目指すべき将来像と方針 
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  将来像を実現するための５つの方針を設定し、ＣＮＦ関連産業の集積化に向けた取組

を進め、ひいては持続可能な社会の構築を図ります。 

将来像実現のための「５つの方針」

１ ＣＮＦの理解促進 ～ＣＮＦを知る～ 

市内企業等の幅広い層に対し、ＣＮＦに取り組む意義を伝えていきます。 

各企業へＣＮＦに関する必要な情報を発信し、ＣＮＦへの理解を深め、興味関

心や取組意欲の向上を図ります。 

２ ＣＮＦの活用促進 ～ＣＮＦに触れる・作る～ 

ＣＮＦを活用する上で課題となる技術・設備・資金的支援を積極的に行います。

企業のＣＮＦ活用を更に促進し、富士市発の製品創出につなげていきます。 

３ ＣＮＦ・地域産業の拠点とネットワーク形成 ～ＣＮＦでつながる～ 

ＣＮＦを含めた地域産業を活性化するための産学官の連携拠点を形成し、人材

を育成する機会を設けます。

連携拠点を中心に、オープンイノベーションの場や企業マッチングの機会を創

出することで、同業種・異業種連携を促進するＣＮＦネットワークを形成して

いきます。

地域横断的な連携により、積極的な情報収集や人材交流等を図ります。

４ ＣＮＦの事業化推進 ～ＣＮＦで儲ける～ 

ＣＮＦ製品の事業化に至るまでにハードルとなる資金調達等の問題に、産学金

官が協力しながら支援していきます。

販路開拓などビジネスモデルの構築やビジネス化支援に取り組みます。

５ ＣＮＦのまちブランド育成 ～ＣＮＦのまちをプロモーション～ 

「知る」、「触れる・作る」、「つながる」、「儲ける」の方針に基づく取組を推進

し、取組に関する情報の発信やプロモーション活動を行います。

本市が、ＣＮＦに取り組む上で最適な場所であることが認知されるよう企業、

人材、情報、技術が交差する求心力のある場を目指します。

ＣＮＦの有効活用を推進し、地球環境に配慮した持続可能な社会を構築しま

す。

将
来
像

２ 将来像の実現に向けた方針 
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５つの方針に基づき、以下の施策を設定します。 

施策の展開にあたっては、富士市単独では実現が難しく、事業者はもとより、国や静岡

県等の行政機関、静岡大学等の高等教育機関、商工会議所・商工会や金融機関等の産業支

援機関、他地域のＣＮＦ推進組織等との連携が必要となります。 

このため、市が実施する各施策に主な連携先を示し、効果的な連携のもと諸施策を展

開します。 

１－１ ＣＮＦの最新動向の把握 【国,県・大学等・事業者・他地域】

■最新情報の把握・整理 

✓ナノセルロースフォーラムや各地域で開催されるセミナー、講演会等での情報収集 

✓先進事例、先進地域等の状況把握 

１－２ 取組ステージに応じたＣＮＦ知識の普及啓発【県・大学等・事業者・産業支援機関】

■企業ニーズに応じたセミナーの開催や情報発信 

✓ＣＮＦの認知度、取組ステージに応じたきめ細かい普及活動 

✓ＣＮＦサンプル情報の整理や発信 

■ＣＮＦを取り巻く環境に対応した情報の提供

✓ＣＮＦ関連技術に関する情報提供 

✓実用化、商品化等ＣＮＦ関連製品に関する情報提供 

１－３ 様々な媒体を通じた情報発信の強化【国,県・大学等・事業者・他地域】

■様々な媒体による情報発信の展開 

✓啓発パンフレット・冊子の作成と配布 

✓ＣＮＦ出前講座の実施 

■最新の情報を発信するウェブサイトの構築・運用

✓ＣＮＦナビゲーターサイトの構築、情報発信 

５章 推進構想に基づく施策 

１ 施策の展開 

方針１ ＣＮＦの理解促進 ～ＣＮＦを   ～ 知る

「なぜＣＮＦを推進するのか？」、「必要なＣＮＦに関する情報は何か？」に応え、

ＣＮＦに取り組む意義、理解を深めるための知る取組を進めます。 
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２－１ ＣＮＦデータの活用・共有【県・大学等・事業者】

■ＣＮＦサンプル等の基本データの収集 

✓ＣＮＦの特性等データの収集・分析 

✓特許データ、技術データなどの収集 

■ＣＮＦサンプル等の基本データの提供 

✓セミナーや講演会、相談、ウェブサイト等を通したデータの共有と公開 

２－２ 大学・研究機関への紹介・斡旋【県・大学等・事業者】

■ＣＮＦ活用に向けたサポート体制の構築 

✓技術相談等の窓口の紹介 

✓ＣＮＦ関連設備の情報提供 

■ＣＮＦに触れる機会を創出 

✓ＣＮＦに関する実習講座の開催 

✓実験や試作等を行う機会の提供 

２－３ 活用を後押しする補助制度の創設・運用・紹介【国,県・事業者】

■ＣＮＦ活用補助金の創設・整備 

✓企業ニーズや取組フェーズ等に応じた補助メニューの検討・整備 

■様々な補助制度の紹介 

✓国、県等の技術開発に関する補助制度の情報収集と提供 

静岡県工業技術研究所・富士工業技術支援センター等と連携し、ＣＮＦのサンプル

選定、実験や試作を行う環境づくり、活用を後押しする支援などを進め、ＣＮＦに

触れる・作る機会を創出します。

方針２ ＣＮＦの活用促進 ～ＣＮＦに         ～ 触れる・作る 
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３－１ 人材育成と研究機能の強化に向けた拠点整備【県・大学等・事業者・産業支援機関】

■オープンイノベーションの場の創出 

✓産学官の連携拠点の整備 

✓ＣＮＦ関連産業及び地域産業に寄与する共同研究・人材育成 

■共創の場の構築 

✓企業等の連携の場となるオープンプラットフォームを構築 

✓分野や技術等の関連産業分野別のＣＮＦの活用推進と連携 

３－２ 企業等のマッチング機会の創出【県・事業者・産業支援機関】

■シーズとニーズをつなぐ機会を創出 

✓シーズプッシュ型のマッチング会の開催 

✓ＣＮＦがソリューションとなる事例の創出 

■静岡県ＣＮＦコーディネータとの連携 

✓情報提供と情報共有の場の設置 

✓企業へのＣＮＦコーディネータの紹介 

３－３ 全国の地域ＣＮＦ推進組織等との連携強化【県・事業者・他地域】

■地域横断的な連携を強化 

✓横断的な連携における情報収集・共有 

✓相談や情報提供に応える連携体制の構築 

■地域を越えたネットワークによる事業化事例の創出 

✓地域を越えた企業とのマッチング 

✓研究機関等の紹介・斡旋 

静岡県や静岡大学等とＣＮＦ関連産業の創出及び地域産業の振興に寄与する産学官

の連携拠点の整備を進めるとともに、企業等のマッチングの創出、実用化・事業化に

向けた他地域との連携を進めることで、ＣＮＦでつながる場を創出します。

方針３ ＣＮＦ・地域産業の拠点とネットワーク形成 ～ＣＮＦで         ～つながる 
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４－１ 産学金官による連携活動の促進【国,県・大学等・事業者・産業支援機関】

■国、県等の事業化支援メニューの活用 

✓製品化に活用可能な支援メニューの情報収集・提供 

■金融機関との連携強化 

✓地元金融機関との情報交換・共有の場の設置 

４－２ ビジネスモデルの構築【県・事業者・産業支援機関・他地域】

■販路開拓の支援             ■地域資源の活用 

✓展示会や見本市等への出展の支援     ✓森林資源の有効活用によるＣＮＦ 

✓富士市発製品の積極的なＰＲ        製品の検討 

■ビジネス化の支援 

✓ＣＮＦ製品のＢtoＣに至るマッチング 

✓商品販売までのモデルの創出 

５－１ ＣＮＦのまちシティプロモーションの強化【県・大学等】

■ＣＮＦ関連産業創出に向けたパッケージ展開の発信 

✓「ＣＮＦの先進都市である富士市」、「持続可能な社会をつくる富士市」をＰＲ 

✓ＣＮＦに取り組む上で最適な場所である認知度の向上 

５－２ ふじに集まる仕組みづくり【県・大学等・事業者・他地域】

■ＣＮＦに関する求心力機能の強化 

✓拠点を中心にした企業、人材、情報、技術が交差する場づくり 

✓ＣＮＦ関連産業が集積するための支援 

ＣＮＦに関する技術とビジネスを一体的に支援するべく、資金調達・確保や販路開拓、

ビジネスモデルの構築などによる、ＣＮＦで儲けるを支援します。

ふじに来ると求めるモノ・コトがある…ＣＮＦに取り組むにあたり適した場所とし

て、企業・人材・情報・技術などが交差するまちとなるべく、市内外に広く発信する

プロモーション活動を展開します。

方針４ ＣＮＦの事業化推進 ～ＣＮＦで       ～儲ける

方針５ ＣＮＦのまちブランド育成 ～ＣＮＦのまちを               ～プロモーション
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２ 施策の展開スケジュール 

※施策の展開スケジュールは、あくまで予定であり、社会・経済情勢の変化などがあった場合は、必要に応じて見直しを行います。

※中・長期的なアクションプランは、推進構想の進捗状況や中間検証等を踏まえ展開していきます。 

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

 1-1 ＣＮＦの最新動向の把握

 1-2
取組ステージに応じた

ＣＮＦ知識の普及啓発

 1-3
様々な媒体を通じた

情報発信の強化

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

 2-1 ＣＮＦデータの活用・共有

 2-2 大学・研究機関への紹介・斡旋

 2-3
活用を後押しする補助制度の

創設・運用・紹介

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

 3-1
人材育成と研究機能の強化に

向けた拠点整備

 3-2 企業等のマッチング機会の創出

 3-3
全国の地域ＣＮＦ推進組織等

との連携強化

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

 4-1 産学金官による連携活動の促進

 4-2 ビジネスモデルの構築

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

 5-1
ＣＮＦのまち

シティプロモーションの強化

 5-2 ふじに集まる仕組みづくり

方針

４

 ＣＮＦの事業化推進

　　　　～ＣＮＦで儲ける～

方針

５

 ＣＮＦのまちブランド育成

 ～ＣＮＦのまちを

プロモーション～

方針

１

 ＣＮＦの理解促進

　　　　　～ＣＮＦを知る～

方針

２

 ＣＮＦの活用促進

　～ＣＮＦに触れる・作る～

方針

３

 ＣＮＦ・地域産業の拠点と

 ネットワーク形成

　　　～ＣＮＦでつながる～

短期

（1～3年）

中期

（4～6年）

長期

（7年以降）

各種セミナー・講演会等での情報収集

先進事例・先進地域の状況把握

ＣＮＦの認知度、取組ステージに応じた普及活動

ＣＮＦサンプル情報の整理・発信、実用化・商品化等の製品に関する情報提供

ＣＮＦ啓発媒体を用いた啓発事業の展開

ウェブサイトの運用・情報発信

ＣＮＦサンプル等の基本データの収集

データの共有と公開

ＣＮＦ活用に向けたサポート体制の構築

ＣＮＦに触れる機会を創出

ＣＮＦ活用補助金の創設・整備

様々な補助制度の紹介

オープンイノベーションの場の創出

オープンプラットフォーム（共創の場）の構築

シーズとニーズをつなぐ機会の創出

静岡県ＣＮＦコーディネータとの連携

地域横断的な連携の強化

地域を越えたネットワークによる事業化事例の創出

国・県等の事業化支援メニューの活用

金融機関との連携強化

販路開拓の支援、ビジネス化の支援

地域資源の活用検討

ＣＮＦ関連産業創出に向けたパッケージ展開の発信

ＣＮＦに関する求心力機能の強化

ＣＮＦ啓発媒体の作成

ウェブサイトの構築

アクションプラン：2021年までの３年間、喫緊に展開すべき取組
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推進構想は、2030 年までの長期に渡るものですが、ＣＮＦ関連産業の集積に当たって

の課題等を踏まえ、喫緊に展開すべき取組をアクションプランとして定めます。アクシ

ョンプランは、施策の展開スケジュールの短期（2019 年～2021 年）の３年間とし、取

組の内容を明確化します。 

アクション１ 積極的な広報・ＰＲによる ＣＮＦの情報発信・普及啓発 

ＣＮＦへの取組を推進する意義、ＣＮＦの特性・用途・活用法やＣＮＦを活用する利

点や効果を周知し、ＣＮＦを使う人（事業者）にとって「わかりやすい情報、必要な情

報」、「提供可能なサンプルの具体的な紹介や問合せ先」など、ＣＮＦに特化した専門的

な情報を提供する取組を展開します。 

■ＣＮＦ普及啓発パンフレット・冊子の作成と発行 

ＣＮＦの基本情報、本推進構想や富士市の取組、富士市内外の企業の取組を特集した

普及啓発パンフレット・冊子を発行します。 

■ＣＮＦ普及啓発講座の実施 

ＣＮＦが素材として活用されるまでには、長期的な目線での取組が必要となり、その

ためにはＣＮＦを幅広い世代に認知してもらい、将来にわたる地域産業に携わる人材を

育むことが重要であることから、ＣＮＦの普及に資するＣＮＦ出前講座を実施します。 

■ＣＮＦ専門ウェブサイトの開設 

ＣＮＦに特化した専門的な情報、企業の取組、他地域のセミナー先進事例の紹介な

ど、ＣＮＦに関する最新の情報を提供する専門ウェブサイトを開設します。 

■効果的なセミナーの開催 

ＣＮＦの認知度・取組ステージに応じたセミナーやＣＮＦの特性・用途等を理解し、 

出口(実用化・製品化)に結びつくセミナーを開催します。 

アクション２ 用途開発を加速化するネットワーク構築の取組 

用途開発を加速化するために、活用に関するテーマを絞って事業者が集まれる研究会

やマッチング等の仕組み、取組を展開します。 

■ＣＮＦ活用の分野・技術等に応じた研究会の開催 

ＣＮＦの応用が見込まれ、本市の産業と関連のある紙・紙加工、樹脂コンポジット、

化粧品、食品などの出口テーマを明確にし、関連企業が集う機会を創出します。 

■出口創出に向けたシーズ・ニーズの効果的なマッチング会の開催 

ＣＮＦに関するシーズ企業とユーザー企業との実用化・製品化を加速するための個

別、分野別等における効果的なマッチング会を開催します。 

３ 短期的なアクションプラン 
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アクション３ 「（仮称）富士市ＣＮＦプラットフォーム」の設立・運用」 

地域産業の振興及びＣＮＦの産業創出に向けて、情報収集、製品や技術紹介、協業可

能な企業や研究機関等のマッチングなど、連携の機会となる「オープンプラットフォー

ム（共創の場）」の構築を検討します。 

  このプラットフォームでは、施策に位置付けられた各種事業やアクションプラン等を

実施し、企業等の連携によるオープンイノベーションを加速し、本市の産業創出・振興

に資する取組を展開します。 
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  推進構想で掲げる「ＣＮＦでつながり ひろがるものづくりのまち ふじ」の実現に

あたっては、「（仮称）富士市ＣＮＦプラットフォーム」を通して、市、国・県（公設研究

機関）、大学等の教育機関、産業支援機関、事業者等がそれぞれの役割を担い、互いに連

携しながら効果的に取組を推進していくことが重要です。 

《推進体制のイメージ》

６章 推進体制と進行管理 

１ 関係者の役割と推進体制 
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  推進構想の着実な進行に向けて、Plan(計画)－ 

Do(実行)－Check(検証)－Action(改善)のマネジメ 

ントサイクルにより、継続的な見直し・改善を行い 

ます。 

PDCA の実施にあたっては、事業者の代表者や学識 

者、関係行政機関の職員から組織する「（仮称)富士市 

ＣＮＦ関連産業推進懇話会」を設置し、PDCA サイクル 

から見た解決すべき課題を明確にし、取組の優先順位 

付けや取組の改善を図っていきます。 

  各方針に基づき展開する施策の成果指標を下記の通り設定します。PDCA は成果指標に

基づく評価結果や最新の研究・開発動向等をもとに行うこととします。 

方  針 指  標 基準値 
中間値 

2024 年 

目標値 

2030 年 

１ ＣＮＦの理解促進 

市が主催する研究会・

セミナーへの参加人

数 

７０人 
（2017 年度）

２００人 ３００人 

２ ＣＮＦの活用促進 
ＣＮＦ関連補助金の

活用件数 
０件 

（2017 年度）
５件 １０件 

３

ＣＮＦ・地域産業の

拠点と ネットワー

ク形成 

プラットフォームへ

の参加団体数 
― ４０団体 ８０団体 

４
ＣＮＦ の事業化推

進 

市内製造業者の粗付

加価値率 
３７.４％ 
（2016 年） 

４０.０％ ４２.５％ 

５
ＣＮＦ のまちブラ

ンド育成 

活気がある工業都市

だと思う市民の割合 
３５.０％ 
（2014 年） 

５０.０％ ６５.０％ 

２ 進行管理について 

３ 成果指標について 

Plan 

推進構想 

策定 

Do 

取組の 

実施 

Check 

取組の 

検証 

Action 

推進構想の 

見直し 

PDCA 

サイクル
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平成30年７月26日（木）
富士市議会環境経済委員会協議会にて推進構想の策定につい
て説明

平成30年８月２日（木）
第１回富士市セルロースナノファーバー関連産業推進構想策
定会議を開催

平成30年８月６日（月）
      ～８月20日（月）

市内事業者を対象にアンケート調査を実施

平成30年９月11日（火）
      ～10月24日（水）

市内事業者及び関係団体へのヒアリングを実施

平成30年10月５日（金） 富士市工業振興会議からの意見聴取

平成30年８月２日（木）
第２回富士市セルロースナノファーバー関連産業推進構想策
定会議を開催

平成30年12月３日（月） 富士市議会環境経済委員会協議会にて、推進構想の中間報告

平成30年12月27日（木）
第３回富士市セルロースナノファーバー関連産業推進構想策
定会議を開催

平成31年２月
第３回富士市セルロースナノファーバー関連産業推進構想策
定会議を開催

平成31年２月 富士市工業振興会議からの意見聴取

平成31年３月
富士市議会環境経済委員会協議会にて推進構想（最終案）に
ついて説明

平成31年３月 富士市定例部長会議にて推進構想（最終案）の審議

種別 委員名 所属名 職名

河崎　雅行 日本製紙株式会社
参与 研究開発本部長代理CNF
研究所長

片山　勝弘 五條製紙株式会社 常務執行役員

松島　三典 ポリプラスチックス株式会社 執行役員 研究開発本部長

小島　康治 ユニプレス株式会社 常務執行役員

磯貝　明 国立大学法人東京大学 教授

青木　憲治 国立大学法人静岡大学 特任教授

影山　裕史 学校法人金沢工業大学 教授

松下　育蔵 静岡県経済産業部 理事（新産業集積担当）

佐野　禎彦
静岡県工業技術研究所富士工
業技術支援センター

センター長

(4) その他市長が必要と
　　認めるもの

渡邉　政嘉
国立研究開発法人新エ ネル
ギー・産業技術総合開発機構

理事

(1) 事業者の代表者等

(2) 学識経験者

(3) 関係行政機関の職員

参考資料 

推進構想の策定にあたり、「富士市セルロースナノファイバー関連産業推進構想策定会

議」を設置し、専門的かつ先見的な立場からご意見・ご提言をいただきました。 

策定の経過 
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セルロース 

低熱膨張性 

ガスバリア性 

細孔制御 

高 度 バ イ オ マ ス

産業創造戦略 

ＣＮＦ関連産業 

バイオマス 

マテリアル 

バ イ オ リ フ ァ イ

ナリー 

日本再興戦略 

未来投資戦略 

ＧＤＰ 

ＩｏＴ 

ビックデータ 

分子式(C6H10O5)n で表される炭水化物（多糖類）。植物細胞の細胞壁およ

び植物繊維の主成分で、天然の植物質の 1/3 を占め、地球上で最も多く

存在する炭水化物 

温度が上昇したときに物体の長さや体積が増加しにくい性質 

気体を透過させにくい性質 

微細な空孔（穴）のサイズを調整する性質 

低炭素社会、循環型社会の構築を目指し、経済産業省が 2014 年３月に策

定した戦略。 

推進構想では、ＣＮＦの素材開発、用途開発に関連が深い下記の業種を

対象。食料品製造業、繊維工業、木材・木製品製造業、パルプ・紙・紙

加工品製造業、化学工業、プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業、

電子部品・デバイス・電子回路製造業、輸送用機械器具製造業 

上記の他、ＣＮＦの用途活用が広がるにつれ、他の業種も対象になって

いくことが想定される。 

生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、「再生可能な、生物由来の

有機性資源で化石資源を除いたもの」。 

原材料・物質。 

化学反応や生化学反応によってバイオマスを段階的に製品やエネルギー

に変換することであり、バイオマスを最大限、かつ、合理的に利用する

ことが可能となる。 

第２次安倍内閣において、アベノミクスの第三の矢として公表された産

業競争力の向上を目的とした成長戦略。 

IoT、AI など先端技術を積極活用し、「Society5.0」の実現や「データ駆

動型社会」への変革を目指す政府の成長戦略。 

国内総生産(Gross Domestic Product）の略語。一定期間内に国内で産み

出された付加価値の総額のこと。 

モノのインターネット(Internet of Things)の略語。機械や製品にセン

サーや通信機能を搭載し、あらゆる「モノ」をインターネットで接続す

る技術の総称。 

従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解析が難しいよ

うな巨大なデータ群。 

用語の解説集 
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ＡＩ 

第４次産業革命 

持 続 可 能 な 開 発

目標（ＳＤＧｓ）

パリ協定 

エネルギー・環境

イ ノ ベ ー シ ョ ン

戦略 

超 高 圧 湿 式 微 細

化装置 

遊星ボールミル 

カ ー ボ ン ニ ュ ー

トラル 

シナジー効果 

人工知能(Artificial Intelligence)の略語。人工的にコンピュータ上な

どで人間と同様の知能を実現させようという一連の基盤技術。 

IoT、ビッグデータ、AI、ロボット等による技術革新によって、産業構造

を転換しようとする取組のこと。2011 年、ドイツで製造業の高度化を目

指すプロジェクト「インダストリー4.0」として初めて提唱された概念を

日本語にしたもの。蒸気機関による産業の機械化を促進した第 1 次産業

革命、電力を活用し大量生産が実現した第 2 次産業革命、コンピュータ

の活用で自動化が進んだ第 3 次産業革命に続く産業構造の変革期と位置

付けられている。 

2015 年 9 月の国連総会において採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」にて記載された 2016 年から 2030 年までの国際目標。

持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 のターゲットから構

成され、地球上の誰一人として取り残さないことを誓っている。 

2015 年 12 月の気候変動枠組条約第 21 回締約国会議(ＣＯＰ21)で採択さ

れた気候変動に関する国際枠組み。世界全体の平均気温の上昇を２℃よ

り十分下方に抑えるとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること、その

ために今世紀後半に人為的な温室効果ガス排出の実質ゼロ(人為的な温

室効果ガス排出量と吸収量を均衡させること)を目指している。 

2050 年を見据え、温室効果ガス排出量を削減するために、削減ポテンシ

ャル・インパクトが大きい有望な革新技術を特定し、技術課題を抽出し、

中長期的に開発を推進する技術戦略。 

ノズルから超高圧でパルプなどの原料を発射させ、原料同士を直接ぶつ

けたり、器壁にぶつけることで微細化させ、ＣＮＦを作製する装置。 

水とボールを入れた容器にパルプを入れて回転させて、パルプをボール

で粉砕し、ナノファイバー化する装置。 

二酸化炭素の増減に影響を与えない性質のこと。植物の燃焼によって発

生する二酸化炭素は、成長の過程で光合成により大気中から吸収したも

のであるため、ライフサイクルでみると大気中の二酸化炭素を増加する

ことにはならないと言われている。 

相乗効果 


